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１．はじめに 

 

従来、地方公共団体における会計制度は、予算の適正かつ確実な執行を図るという観点から、単式簿記によ

る現金主義会計を採用してきました。 

一方、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会計では把握で

きない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等））を住民や議会に説明する必要が

一層高まっており、そのためには、その補完として複式簿記による発生主義会計の導入が求められるようになり

ました。 

このような動きを受け、国（総務省）は、平成27年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表

し、当該基準による財務書類を平成29年度までに全ての地方公共団体において作成するよう要請しました。 

本村ではこの要請を受け、平成29年度決算（平成30年度作成）から、「統一的な基準」による財務書類を作成

し、公表してまいります。 

 

２．統一的な基準による財務書類とは 

 

 従来の地方公会計制度は、歳入歳出予算の実績を明らかにし、財政上の責任を明確にすることを目的として設

計されていることから、予算の執行や現金収支の把握に適したものとなっています。 

 その反面、これまでに資産がどの程度形成されていて、その財源の内訳がどのようになっているかについて

の情報（ストック情報）が不十分であり、また、現金主義に基づく公会計制度においては、現金支出以外に発生し

ている行政コスト（償却資産費など）を把握することができません。 

 そこで、現金収支だけでなく、これまでに蓄積された資産や発生した経費を含めて分析・公表するために民間

企業の会計方法を取り入れたものが、統一的な基準による財務書類、すなわち、貸借対照表、行政コスト計算

書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４表です。この財務４表の関係を図示すると次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※①貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金

残高を足したものと対応します。 
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※②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計上されますが、これは純資産変動計算書

の期末残高と対応します。 

※③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 

（１）貸借対照表とは 

 

地方公共団体の決算書は、1年間にどのような収入があり、何にいくら使ったのかを明らかにするものです

が、現在どれだけの資産があり、どれだけの負債があるのかわかりにくいものとなっています。 

貸借対照表は、これまでに取得した土地や建物などの資産の状況とその資産を形成するための財源がどのよう

に調達されたのかを明らかにする財務書類です。 

この貸借対照表では、左側（借方）に地方公共団体が保有している土地・建物・預金などの「資産」を示し、右側

（貸方）にその資産を形成したために将来の世代が負担し今後支払いが必要な「負債」と、これまでの世代が既

に負担した「純資産」がどれだけあるのかが示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）行政コスト計算書とは 

 

行政コスト計算書は一会計期間中における費用（コスト）・収益の取引高を明らかにすることを目的とする計算

書です。 

行政コスト計算書は、経常費用、経常収益、臨時損失、臨時利益の4つに区分表示され、行政コスト計算書の

収支尻である純行政コストは、純資産変動計算書にも計上されます。 

 

（３）純資産変動計算書とは 

 

純資産変動計算書は、一会計期間中の純資産の変動額とその要因を示す計算書です。純資産変動計算書に

よって、行政コスト計算書で表示した当該会計年度中における純行政コストが税収や補助金等でどのように賄わ

れ、変動したか明らかになります。 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 

（土地・建物・預金等） 

 

 

 

 

 

負 債 

（地方債・未払金等） 

 

 

 

純資産 

（税収、国県補助金等） 

 

将来の世代に引き継ぐ社会資本 

将来の世代の負担 

これまでの世代の負担 
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（４）資金収支計算書とは 

 

資金収支計算書は、資金の流れを性質の違いから3つの活動区分に分けています。「業務活動収支」は継続

的に発生する資金収支を、「投資活動収支」は固定資産等の資産形成に伴い臨時・特別に発生する収支を、「財

務活動収支」では業務活動収支及び投資活動収支以外の収支を表示しています。 

資金収支計算書の収支尻である「本年度末資金残高」に「本年度末歳計外現金」の金額を加えたものが、貸借

対照表上の「現金預金」の額と一致します。 

 

（５）連結財務諸表の対象範囲 

 

関連団体を連結して一つの行政サービス実施主体と捉え、公的資金等によって形成された資産の状況、その

財源とされた負債・純資産の状況、さらには行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況などを総合的に

明らかにすることが求められています。連結財務諸表とは、関連団体との間での繰出・繰入の処理を相殺し、合

計した財務諸表になります。 

一般会計等に公営事業会計を加えたものを全体財務諸表、全体財務諸表に関連団体を加えたものを連結財

務諸表といいます。 
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財務書類作成の際の連結対象となる会計 

※ 地方公営企業会計移行期間のため連結対象外としていた「公共下水道事業特別会計」「農業集落排水事

業特別会計」については、令和２年度から地方公営企業法の適用を受けた「下水道事業会計」に移行いた

ため、令和２年度より連結の対象とする。 

※ 第三セクター等については、村から２５％以上を出資している団体が対象。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分     対象となる会計等 

一般会計等 一般会計   

  特別会計 墓地特別会計 

地方公営企業会計     国民健康保険特別会計 

      介護保険事業特別会計 

      後期高齢者医療特別会計 

    
うち公営 

企業会計 

水道事業会計 

    
工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

一部事務組合     白河広域市町村圏整備組合 

広域連合    福島県市町村総合事務組合 

      福島県後期高齢者医療広域連合 

地方三公社     白河土地開発公社 

第三セクター等     一般社団法人 西郷農業公社 

   甲子温泉開発株式会社 
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（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 41,137,945,030 固定負債 6,434,805,462
有形固定資産 35,871,211,615 地方債 5,404,843,982
事業用資産 13,259,093,932 長期未払金 25,318,093
土地 4,730,497,311 退職手当引当金 994,055,000
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 19,880,429,794 その他 10,588,387
建物減価償却累計額 △ 13,144,521,036 流動負債 798,849,837
工作物 1,741,581,561 １年内償還予定地方債 580,274,200
工作物減価償却累計額 △ 400,889,098 未払金 733,677
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 97,879,071
航空機 - 預り金 115,895,850
航空機減価償却累計額 - その他 4,067,039
その他 - 7,233,655,299
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 451,995,400 固定資産等形成分 44,261,414,613

インフラ資産 22,352,175,579 余剰分（不足分） △ 6,244,410,109

土地 3,562,279,181

建物 70,281,900

建物減価償却累計額 △ 32,164,799

工作物 42,229,194,696

工作物減価償却累計額 △ 23,717,024,699

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 239,609,300

物品 802,810,304

物品減価償却累計額 △ 542,868,200

無形固定資産 -

ソフトウェア -

その他 -

投資その他の資産 5,266,733,415

投資及び出資金 957,909,057

有価証券 21,365,000

出資金 936,544,057

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 44,736,752

長期貸付金 812,911,670

基金 3,456,180,000

減債基金 58,215,000

その他 3,397,965,000

その他 -

徴収不能引当金 △ 5,004,064

流動資産 4,112,714,773

現金預金 879,254,506

未収金 117,780,590

短期貸付金 8,413,198

基金 3,108,441,000

財政調整基金 3,108,441,000

減債基金 -

棚卸資産 △ 1,174,520

その他 -

徴収不能引当金 △ 1 38,017,004,504

45,250,659,803 45,250,659,803資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和　６年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

経常費用 10,885,493,247
業務費用 6,528,136,809
人件費 1,786,909,406
職員給与費 1,345,559,779
賞与等引当金繰入額 4,665,907
退職手当引当金繰入額 117,752,000
その他 318,931,720

物件費等 4,629,285,720
物件費 2,936,294,650
維持補修費 338,800,159
減価償却費 1,354,190,911
その他 -

その他の業務費用 111,941,683
支払利息 26,232,516
徴収不能引当金繰入額 -
その他 85,709,167

移転費用 4,357,356,438
補助金等 2,791,012,888
社会保障給付 1,126,343,446
他会計への繰出金 424,041,888
その他 15,958,216

経常収益 285,081,300
使用料及び手数料 82,990,935
その他 202,090,365

純経常行政コスト 10,600,411,947
臨時損失 86,080,795
災害復旧事業費 -
資産除売却損 86,080,795
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 8,382,438
資産売却益 6,670,144
その他 1,712,294

純行政コスト 10,678,110,304

一般会計等行政コスト計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 37,212,166,998 42,956,139,116 △ 5,743,972,118
純行政コスト（△） △ 10,678,110,304 △ 10,678,110,304
財源 11,478,647,585 11,478,647,585
税収等 7,659,452,961 7,659,452,961
国県等補助金 3,819,194,624 3,819,194,624

本年度差額 800,537,281 800,537,281
固定資産の変動（内部変動） 1,295,402,277 △ 1,295,402,277
有形固定資産等の増加 1,724,094,984 △ 1,724,094,984
有形固定資産等の減少 △ 1,360,286,681 1,360,286,681
貸付金・基金等の増加 1,741,843,215 △ 1,741,843,215
貸付金・基金等の減少 △ 810,249,241 810,249,241

資産評価差額 - -
無償所管換等 9,873,220 9,873,220
内部取引 - -
その他 △ 5,572,995 △ 5,572,995
本年度純資産変動額 804,837,506 1,305,275,497 △ 500,437,991
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 38,017,004,504 44,261,414,613 △ 6,244,410,109

一般会計等純資産変動計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 9,388,598,146
業務費用支出 5,032,641,708
人件費支出 1,664,491,499
物件費等支出 3,269,293,809
支払利息支出 26,232,516
その他の支出 72,623,884

移転費用支出 4,355,956,438
補助金等支出 2,791,012,888
社会保障給付支出 1,126,343,446
他会計への繰出支出 424,041,888
その他の支出 14,558,216

業務収入 11,675,459,247
税収等収入 7,665,109,656
国県等補助金収入 3,728,006,499
使用料及び手数料収入 82,615,235
その他の収入 199,727,857

臨時支出 84,095,990
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 84,095,990

臨時収入 238,125
業務活動収支 2,203,003,236
【投資活動収支】
投資活動支出 3,420,015,034
公共施設等整備費支出 1,724,094,984
基金積立金支出 728,620,050
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 967,300,000
その他の支出 -

投資活動収入 837,909,556
国県等補助金収入 21,773,000
基金取崩収入 608,349,260
貸付金元金回収収入 197,006,187
資産売却収入 10,781,109
その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,582,105,478
【財務活動収支】
財務活動支出 589,437,616
地方債償還支出 579,677,655
その他の支出 9,759,961

財務活動収入 1,105,100,000
地方債発行収入 1,105,100,000
その他の収入 -

財務活動収支 515,662,384
本年度資金収支額 136,560,142
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 626,798,514
本年度末資金残高 763,358,656

前年度末歳計外現金残高 138,240,042
本年度歳計外現金増減額 △ 22,344,192
本年度末歳計外現金残高 115,895,850
本年度末現金預金残高 879,254,506

一般会計等資金収支計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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注  記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

   ア 市場価格のあるもの･････････････････････････会計年度末における市場価格 

                                   （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････････････取得原価（または償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･････････････････････････会計年度末における市場価格 

                                   （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･････････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等･････････先入先出法による低価法 

② 販売用土地････････････・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項に各号に

掲げる方法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  ２年～５０年 

工作物 ２年～５０年 

物品  ２年～１５年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 
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所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契

約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金、長期延滞債権及び長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込

額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末日に在職する特別職・全職員が自己都合等により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上

しています。 

④ 損失補償等引当金 

      履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律

に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1 年以内のリース取引及びリース料総額が300 

万円以下のファイナンス・リース取引を除きます） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ  ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物としています。なお、出納整理期間における取引により発

生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①  消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

②  物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が100 万円（美術品は300 万円）以上の場合に資産として計

上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

（１）  会計方針の変更 

 当該事項はありません。 

（２）  表示方法の変更 

 当該事項はありません。 

（３）  連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 当該事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

（１）  主要な業務の改廃 

当該事項はありません。 

（２）  組織・機構の大幅な変更 

当該事項はありません。 

（３）  地方財政制度の大幅な改正 

  当該事項はありません。 

（４）  重大な災害等の発生 

  当該事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

当該事項はありません。 

（２） 係争中の訴訟等 

当該事項はありません。 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①  対象範囲（対象とする会計名） 

一般会計、墓地特別会計 

②  一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

一般会計などと普通会計の対象範囲は同じです。 

③  地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理

期間（令和6年4月1日～5月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

④  地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率      － ％ 

連結実質赤字比率   － ％ 

実質公債費比率    3.3 ％ 

将来負担比率      － ％ 

※  実質赤字比率、連結赤字比率、将来負担比率は赤字額、将来負担額がないため、「－」で表示 

しています。 

- 11 -



⑤  繰越事業に係る将来の支出予定額  161,600千円 

 

（２） 貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

ア 範囲 

   普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

   事業用資産 

    土地 511,379千円 

    建物 31,843千円 

上記の金額は令和6年3月31日時点における期末簿価を記載しています。 

②  減債基金に係る積立不足額 

該当ありません。 

③  基金借入金（繰替運用）の内容 

該当ありません。 

④  地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額         7,006,584千円 

⑤  地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模          6,860,449千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    942,602千円 

将来負担額          9,100,400千円 

充当可能基金額        7,135,846千円 

特定財源見込額           18,194千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額         6,115,819千円 

⑥  地方自治法第234 条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

 27,471千円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定

資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、

費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を

計上しています。 
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（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 59,820,533,354 固定負債 10,507,422,018
有形固定資産 53,157,469,074 地方債等 9,378,306,965
事業用資産 13,259,093,932 長期未払金 25,318,093
土地 4,730,497,311 退職手当引当金 994,055,000
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 19,880,429,794 その他 109,741,960
建物減価償却累計額 △ 13,144,521,036 流動負債 10,329,142,552
工作物 1,741,581,561 １年内償還予定地方債等 1,041,767,469
工作物減価償却累計額 △ 400,889,098 未払金 524,232,691
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 9,443,533,426
浮標等 - 前受収益 △ 939,922,715
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 105,700,996
航空機 - 預り金 115,895,850
航空機減価償却累計額 - その他 37,934,835
その他 - 20,836,564,570
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 451,995,400 固定資産等形成分 62,944,002,937

インフラ資産 39,091,215,728 余剰分（不足分） △ 17,929,792,703
土地 3,824,672,725 他団体出資等分 -

建物 361,861,542

建物減価償却累計額 △ 113,407,311

工作物 64,564,835,288

工作物減価償却累計額 △ 29,786,355,816

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 239,609,300

物品 2,150,393,681

物品減価償却累計額 △ 1,343,234,267

無形固定資産 1,011,824,573

ソフトウェア -

その他 1,011,824,573

投資その他の資産 5,651,239,707

投資及び出資金 702,291,057

有価証券 21,365,000

出資金 680,926,057

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 98,946,024

長期貸付金 812,911,670

基金 4,045,888,960

減債基金 58,215,000

その他 3,987,673,960

その他 21,410

徴収不能引当金 △ 8,819,414

流動資産 6,030,241,450

現金預金 2,633,124,739

未収金 279,675,454

短期貸付金 8,413,198

基金 3,108,441,000

財政調整基金 3,108,441,000

減債基金 -

棚卸資産 577,060

その他 200,000

徴収不能引当金 △ 190,001

繰延資産 - 45,014,210,234

65,850,774,804 65,850,774,804資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和　６年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：円）
金　　　額

経常費用 14,945,480,993
業務費用 7,865,319,299
人件費 1,876,778,212
職員給与費 1,421,459,195
賞与等引当金繰入額 10,825,907
退職手当引当金繰入額 117,752,000
その他 326,741,110

物件費等 5,749,229,914
物件費 3,432,140,353
維持補修費 387,509,305
減価償却費 1,924,964,999
その他 4,615,257

その他の業務費用 239,311,173
支払利息 97,571,049
徴収不能引当金繰入額 79,378
その他 141,660,746

移転費用 7,080,161,694
補助金等 5,937,985,894
社会保障給付 1,126,577,446
その他 23,463,172

経常収益 1,825,174,231
使用料及び手数料 886,312,545
その他 938,861,686

純経常行政コスト 13,120,306,762
臨時損失 86,346,815
災害復旧事業費 -
資産除売却損 86,080,795
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 266,020

臨時利益 10,730,021
資産売却益 6,670,144
その他 4,059,877

純行政コスト 13,195,923,556

全体行政コスト計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 43,872,985,463 60,692,542,245 △ 16,799,692,364 -
純行政コスト（△） △ 13,195,923,556 △ 13,195,923,556 -
財源 14,310,384,584 14,310,384,584 -
税収等 8,759,818,656 8,759,818,656 -
国県等補助金 5,550,565,928 5,550,565,928 -

本年度差額 1,114,461,028 1,114,461,028 -
固定資産の変動（内部変動） 2,241,587,472 △ 2,241,587,472
有形固定資産等の増加 2,595,138,915 △ 2,595,138,915
有形固定資産等の減少 △ 1,313,133,191 1,313,133,191
貸付金・基金等の増加 1,856,589,367 △ 1,856,589,367
貸付金・基金等の減少 △ 897,007,619 897,007,619

資産評価差額 - -
無償所管換等 9,873,220 9,873,220
他団体出資等分の増加 19,864,418 -
他団体出資等分の減少 - -
比例連結割合変更に伴う差額 - -
その他 △ 2,973,895 △ 2,973,895
本年度純資産変動額 1,141,224,771 2,251,460,692 △ 1,130,100,339 -
本年度末純資産残高 45,014,210,234 62,944,002,937 △ 17,929,792,703 -

全体純資産変動計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 12,505,032,195
業務費用支出 5,426,270,501
人件費支出 1,753,493,305
物件費等支出 3,452,315,791
支払利息支出 97,571,049
その他の支出 122,890,356

移転費用支出 7,078,761,694
補助金等支出 5,937,985,894
社会保障給付支出 1,126,577,446
その他の支出 22,063,172

業務収入 15,776,370,560
税収等収入 8,771,289,362
国県等補助金収入 5,459,377,803
使用料及び手数料収入 885,936,845
その他の収入 659,766,550

臨時支出 84,362,010
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 84,362,010

臨時収入 1,266,708
業務活動収支 3,188,243,063
【投資活動収支】
投資活動支出 4,291,558,418
公共施設等整備費支出 2,535,399,989
基金積立金支出 788,858,429
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 967,300,000
その他の支出 -

投資活動収入 948,873,750
国県等補助金収入 34,954,818
基金取崩収入 695,088,260
貸付金元金回収収入 197,006,187
資産売却収入 10,781,109
その他の収入 11,043,376

投資活動収支 △ 3,342,684,668
【財務活動収支】
財務活動支出 1,024,037,356
地方債等償還支出 1,014,277,395
その他の支出 9,759,961

財務活動収入 1,400,749,180
地方債等発行収入 1,369,100,000
その他の収入 31,649,180

財務活動収支 376,711,824
本年度資金収支額 222,270,219
前年度末資金残高 2,294,958,670
比例連結割合変更に伴う差額 -
本年度末資金残高 2,517,228,889

前年度末歳計外現金残高 138,240,042
本年度歳計外現金増減額 △ 22,344,192
本年度末歳計外現金残高 115,895,850
本年度末現金預金残高 2,633,124,739

全体資金収支計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 60,828,324,247 固定負債 11,376,869,279
有形固定資産 54,150,810,881 地方債等 9,578,229,085
事業用資産 13,660,900,439 長期未払金 25,377,293
土地 4,774,895,149 退職手当引当金 1,025,231,446
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 20,553,541,337 その他 748,031,455
建物減価償却累計額 △ 13,530,114,132 流動負債 10,422,738,601
工作物 3,415,997,285 １年内償還予定地方債等 1,078,736,464
工作物減価償却累計額 △ 2,005,414,600 未払金 544,345,540
船舶 - 未払費用 35,243
船舶減価償却累計額 - 前受金 9,443,533,426
浮標等 - 前受収益 △ 939,922,715
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 124,852,215
航空機 - 預り金 117,419,292
航空機減価償却累計額 - その他 53,739,136
その他 - 21,799,607,880
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 451,995,400 固定資産等形成分 63,961,372,358

インフラ資産 39,621,234,328 余剰分（不足分） △ 18,645,472,553
土地 3,837,649,223 他団体出資等分 6,799,310

建物 521,983,711

建物減価償却累計額 △ 192,352,381

工作物 65,265,170,005

工作物減価償却累計額 △ 30,115,413,100

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 304,196,870

物品 2,778,435,276

物品減価償却累計額 △ 1,909,759,162

無形固定資産 1,405,709,404

ソフトウェア 67,883

その他 1,405,641,521

投資その他の資産 5,271,803,962

投資及び出資金 36,990,300

有価証券 21,365,000

出資金 15,617,500

その他 7,800

投資損失引当金 -

長期延滞債権 98,974,120

長期貸付金 813,062,390

基金 4,331,575,156

減債基金 58,215,000

その他 4,273,360,156

その他 21,410

徴収不能引当金 △ 8,819,414

流動資産 6,293,982,748

現金預金 2,873,087,998

未収金 284,269,738

短期貸付金 8,413,198

基金 3,119,444,716

財政調整基金 3,119,444,716

減債基金 -

棚卸資産 6,392,175

その他 2,757,277

徴収不能引当金 △ 382,354

繰延資産 - 45,322,699,115

67,122,306,995 67,122,306,995資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（令和　６年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

- 17 -



（単位：円）
金　　　額

経常費用 16,716,738,890
業務費用 8,720,872,763
人件費 2,149,330,036
職員給与費 1,659,208,236
賞与等引当金繰入額 29,977,126
退職手当引当金繰入額 120,910,199
その他 339,234,475

物件費等 6,287,938,755
物件費 3,805,514,768
維持補修費 465,721,840
減価償却費 2,005,430,434
その他 11,271,713

その他の業務費用 283,603,972
支払利息 100,775,175
徴収不能引当金繰入額 79,378
その他 182,749,419

移転費用 7,995,866,127
補助金等 6,849,923,089
社会保障給付 1,130,175,378
その他 23,632,478

経常収益 2,136,226,143
使用料及び手数料 983,642,432
その他 1,152,583,711

純経常行政コスト 14,580,512,747
臨時損失 86,346,815
災害復旧事業費 -
資産除売却損 86,080,795
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 266,020

臨時利益 14,515,491
資産売却益 6,670,144
その他 7,845,347

純行政コスト 14,652,344,071

連結行政コスト計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 44,145,571,916 61,648,966,572 △ 17,475,958,698 △ 27,435,958
純行政コスト（△） △ 14,652,344,071 △ 14,652,344,071 -
財源 15,788,341,391 15,788,341,391 -
税収等 8,680,564,846 8,680,564,846 -
国県等補助金 7,107,776,545 7,107,776,545 -

本年度差額 1,135,997,320 1,135,997,320 -
固定資産の変動（内部変動） 2,302,532,566 △ 2,302,532,566
有形固定資産等の増加 2,595,138,915 △ 2,595,138,915
有形固定資産等の減少 △ 1,313,410,908 1,313,410,908
貸付金・基金等の増加 1,917,812,178 △ 1,917,812,178
貸付金・基金等の減少 △ 897,007,619 897,007,619

資産評価差額 - -
無償所管換等 9,873,220 9,873,220
他団体出資等分の増加 19,864,418 19,864,418
他団体出資等分の減少 - -
比例連結割合変更に伴う差額 14,370,850 14,370,850
その他 △ 2,978,609 △ 2,978,609
本年度純資産変動額 1,177,127,199 2,312,405,786 △ 1,169,513,855 34,235,268
本年度末純資産残高 45,322,699,115 63,961,372,358 △ 18,645,472,553 6,799,310

連結純資産変動計算書
自　令和　５年　４月　１日
至　令和　６年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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